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1.  平成23年8月期第1四半期の業績（平成22年9月1日～平成22年11月30日） 

（注）平成22年8月期第1四半期の経営成績につきましては、連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年8月期第1四半期 65 ― △113 ― △121 ― △122 ―

22年8月期第1四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年8月期第1四半期 △1,179.32 ―

22年8月期第1四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年8月期第1四半期 287 67 23.4 614.43
22年8月期 242 159 65.9 1,567.12

（参考） 自己資本   23年8月期第1四半期  67百万円 22年8月期  159百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年8月期 ― ― ― ― ―

23年8月期 ―

23年8月期 
（予想）

― ― ― ―

3.  平成23年8月期の業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

190 △20.2 △105 ― △108 ― △108 ― △1,062.93

通期 500 26.7 △91 ― △96 ― △96 ― △947.87



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】3ページ「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年8月期1Q 109,686株 22年8月期  102,240株

② 期末自己株式数 23年8月期1Q  372株 22年8月期  372株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年8月期1Q 103,739株 22年8月期1Q  61,467株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注記事項については
四半期決算短信（添付資料）3ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間における世界経済は、金融危機による景気後退の中、各国政府による緊急経済対策や金融

緩和により一部の地域では改善の兆しが見られたものの、不安定な雇用情勢や設備投資の抑制など、回復力の乏し

い状態で推移しました。 

 また、国内経済は、依然政局の不安定要素も解消できず、中長期の景気動向は不透明かつ厳しい状況が続いてお

ります。当社を取り巻く環境といたしましては、ソーシャルアプリの市場が急拡大している他、iPadやiPhone、

Android端末等スマートフォンの普及が本格化してきており、モバイルコンテンツ関連市場を取り巻く環境は大きく

変化している中で、サービス提供事業者間の競争激化による差別化のため、より高度なソリューション提供が要請

されている状況にあります。 

 このような環境の中、当社といたしましては、当第１四半期会計期間におきましては、総合ＩＴソリューション

カンパニーの構築に向けた、サービス部門の強化、及びエンタテインメント部門の立ち上げにより黒字体質に向け

た収益構造の大規模な転換に取り組んでおりますが、いずれの事業もサービス展開が第２四半期以降となるととも

に、既存システムソリューション事業の計画の遅れにより、売上は未達となっております。 

 この結果、当第１四半期会計期間の売上高は65百万円、経常損失は121百万円、四半期純損失は122百万円となり

ました。 

  セグメントの業績は次のとおりであります。 

①システムソリューション事業 

システムソリューション事業につきましては、当社の主力セグメントであり、当事業につきましては引き続き、

稼働率の向上や効率的な開発体制の構築に取り組んでいく方針であります。 

 この結果、当第１四半期会計期間における当事業の売上高は54百万円、営業利益は30百万円となりました。 

②サービス事業 

サービス事業につきましては、総合ＩＴソリューションカンパニーとして当社の将来的な重要セグメントとなる

認識を持っており、従前より継続しているテストラボ及びＡＳＰサービスとともに、自社コンテンツの立ち上げ、

またＥコマースの展開を行うことにより新たな事業基盤としての安定した収益基盤とさせるべく展開の準備を行っ

ております。しかしながら、これらの事業展開は第３四半期以降の予定であります。 

この結果、当第１四半期会計期間における当事業の売上高は10百万円、営業利益は３百万円となりました。 

③エンタテインメント事業 

エンタテインメント事業につきましては、当第１四半期会計期間より立ち上げの準備に入っており、総合ＩＴソ

リューションカンパニーとして、エンタテインメントソリューションを主眼に置いた事業であります。 

当面においては既存事業とのシナジー効果を見込んで、映像・音楽などの番組コンテンツの配信、アプリケーシ

ョンの提供などインターネットに接続可能な携帯端末のネットワークを介するサービスの提供を行う予定であり、

将来においてはイベント企画、キャスティング、プロダクション業務など幅広い展開を考えております。しかしな

がら、これらの事業展開は第２四半期以降の予定であります。 

この結果、当第１四半期会計期間における当事業の営業損失は０百万円となりました。  

なお、前第１四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比は記載しておりません。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ43百万

円増加し、当第１四半期会計期間末には、51百万円となりました。 

 また、当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は144百万円となりました。 

 これは主に、税引前四半期純損失121百万円、未払金の減少額11百万円等の減少要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において投資活動の結果得られた資金は４百万円となりました。 

 これは主に、有価証券の償還による収入６百万円等の増加要因によるものであります。  

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において財務活動の結果得られた資金は183百万円となりました。 

 これは主に、新株予約権付社債の発行による収入189百万円等の増加要因によるものであります。 

 なお、前第１四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比は記載しておりません。 

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

平成22年10月15日に公表いたしました業績予想から修正は行っておりませんが、修正が必要と判断した場合には、

速やかにお知らせします。  

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１. 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、

前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２. 棚卸資産の評価方法 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。  

３. 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によってお

ります。 

４. 経過勘定項目の算定方法 

 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。   

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

会計処理基準に関する事項の変更 

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

なお、これによる営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失に与える影響はありません。 

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社は、前事業年度において 百万円、当第１四半期会計期間において 百万円の大幅な営業損失を計上し、

また当第１四半期会計期間の営業キャッシュ・フローも 百万円のマイナスとなっていることから、継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社は当該状況を解消するため、当社の各事業について現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの

改善を最優先課題として、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むために、徹底したコスト削減によ

り、企業収益が確保できる効率的な体制の構築と改善の実施が必要不可欠であると判断し、総合ＩＴソリューショ

ンカンパニーとしての当社戦略の再構築を進めてまいりました。 

 具体的には、平成23年３月１日付けで持株会社（株式会社コネクトホールディングス）体制への移行を行うこと

により、従来当社が手掛けてきた４つの基幹事業（システムソリューション事業・サービス事業・コンサルティン

グ事業・プロダクツ事業）を２つの基幹事業（システムソリューション事業・サービス事業）として、更なる集中

を図ると同時に、改めて事業軸を明確にいたします。 

 システムソリューション事業は、主に携帯端末を利用したシステム開発、サーバ構築などのソリューションを提

供する事業で、創業からの既存事業でもあります。また、当社が最も得意とする事業でもあるため、その蓄積され

たノウハウも多いことから引き続き、競合他社との優位性が保てると判断しました。 

 サービス事業は、携帯端末に特化した付加価値サービスを提供する事業で、携帯端末をはじめとする成長分野を

その対象としていることに加えサービスを提供する範囲が限定されないため、将来性、成長性という観点から収益

性が高く見込めるものと判断しております。 

 これらに加え、既存事業とのシナジー効果を見込んで、現行の経営陣の得意分野であるエンタテインメント事業

を３つ目の新たな事業軸とすることで、総合ＩＴソリューションカンパニーにおけるグループ力の付加価値、独自

性を高められると判断しました。 

 新たな事業軸であるエンタテインメント事業は、エンタテインメント事業者をターゲットにしたコンシューマー

向けＥコマースの運営（Ｅコマースのシステムなどのインフラはサービス事業にて提供する予定）など、いわゆる

エンタテインメントソリューションを主眼に置いた事業であります。 

２．その他の情報

415 113

144
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 当面においては既存事業とのシナジー効果を見込んで、映像・音楽などの番組コンテンツの配信、アプリケーシ

ョンの提供などインターネットに接続可能な携帯端末のネットワークを介するサービスの提供を行う予定であり、

将来においてはイベント企画、キャスティング、プロダクション業務など幅広い展開を考えております。 

 これらを踏まえ、今後における更なる戦略的かつ機動的な事業展開と事業運営を推進することを目的に、総合Ｉ

Ｔソリューションカンパニーとして、様々なＩＴソリューションを提供できる企業を目指していく方針であり、全

社をあげての黒字体質への転換を目指してまいります。 

 しかし、これらの対応策のうち、安定的な各事業分野における売上高の確保は外部環境要因に依存する部分も大

きく、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 51,388 7,626

受取手形及び売掛金 47,272 49,050

仕掛品 9,216 8,070

その他 17,151 6,899

貸倒引当金 △1,299 △618

流動資産合計 123,728 71,028

固定資産   

有形固定資産 7,892 8,863

無形固定資産 7,921 6,971

投資その他の資産   

投資有価証券 134,449 141,102

長期貸付金 30,000 30,000

敷金及び保証金 9,339 9,339

長期未収入金 145,909 146,877

その他 2,165 2,220

貸倒引当金 △174,288 △174,201

投資その他の資産合計 147,575 155,338

固定資産合計 163,389 171,173

資産合計 287,118 242,202

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,287 10,669

役員からの短期借入金 － 5,000

1年内返済予定の長期借入金 5,004 5,004

未払金 12,695 26,948

未払法人税等 4,762 12,305

その他 9,892 12,983

流動負債合計 41,641 72,912

固定負債   

社債 170,000 －

長期借入金 8,300 9,551

繰延税金負債 10 100

固定負債合計 178,310 9,651

負債合計 219,952 82,563
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年８月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,501,703 3,486,703

資本剰余金 3,770,362 3,755,362

利益剰余金 △7,190,361 △7,068,019

自己株式 △14,554 △14,554

株主資本合計 67,150 159,492

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15 146

評価・換算差額等合計 15 146

純資産合計 67,165 159,638

負債純資産合計 287,118 242,202
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（２）四半期損益計算書 
（第１四半期累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 65,109

売上原価 31,063

売上総利益 34,045

販売費及び一般管理費 147,658

営業損失（△） △113,612

営業外収益  

受取利息 38

出向負担金収入 2,223

その他 315

営業外収益合計 2,576

営業外費用  

支払利息 178

社債利息 1,435

貸倒引当金繰入額 738

支払手数料 8,010

その他 155

営業外費用合計 10,517

経常損失（△） △121,553

特別利益  

貸倒引当金戻入額 280

特別利益合計 280

特別損失  

貸倒引当金繰入額 86

特別損失合計 86

税引前四半期純損失（△） △121,360

法人税、住民税及び事業税 981

法人税等合計 981

四半期純損失（△） △122,341
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △121,360

減価償却費 2,161

貸倒引当金の増減額（△は減少） 768

受取利息及び受取配当金 △38

支払利息 178

支払手数料 8,010

社債利息 1,435

売上債権の増減額（△は増加） 1,778

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,146

前払費用の増減額（△は増加） △7,026

仕入債務の増減額（△は減少） △1,381

未払金の増減額（△は減少） △11,701

未払又は未収消費税等の増減額 △6,580

その他 △4,167

小計 △139,071

利息及び配当金の受取額 155

利息の支払額 △121

損害賠償金の支払額 △600

法人税等の支払額 △4,536

営業活動によるキャッシュ・フロー △144,173

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △50

有価証券の売却及び償還による収入 6,400

無形固定資産の取得による支出 △2,140

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,209

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,000

長期借入金の返済による支出 △1,251

新株予約権付社債の発行による収入 189,927

財務活動によるキャッシュ・フロー 183,676

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 43,711

現金及び現金同等物の期首残高 7,626

現金及び現金同等物の四半期末残高 51,338
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 当社は、前事業年度において 千円、当第１四半期会計期間において 千円の大幅な営業損失を計上

し、また当第１四半期会計期間の営業キャッシュ・フローも 千円のマイナスとなっていることから、継続企

業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社は当該状況を解消するため、当社の各事業について現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの

改善を最優先課題として、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むために、徹底したコスト削減によ

り、企業収益が確保できる効率的な体制の構築と改善の実施が必要不可欠であると判断し、総合ＩＴソリューショ

ンカンパニーとしての当社戦略の再構築を進めてまいりました。 

 具体的には、平成23年３月１日付けで持株会社（株式会社コネクトホールディングス）体制への移行を行うこと

により、従来当社が手掛けてきた４つの基幹事業（システムソリューション事業・サービス事業・コンサルティン

グ事業・プロダクツ事業）を２つの基幹事業（システムソリューション事業・サービス事業）として、更なる集中

を図ると同時に、改めて事業軸を明確にいたします。 

 システムソリューション事業は、主に携帯端末を利用したシステム開発、サーバ構築などのソリューションを提

供する事業で、創業からの既存事業でもあります。また、当社が最も得意とする事業でもあるため、その蓄積され

たノウハウも多いことから引き続き、競合他社との優位性が保てると判断しました。 

 サービス事業は、携帯端末に特化した付加価値サービスを提供する事業で、携帯端末をはじめとする成長分野を

その対象としていることに加えサービスを提供する範囲が限定されないため、将来性、成長性という観点から収益

性が高く見込めるものと判断しております。 

 これらに加え、既存事業とのシナジー効果を見込んで、現行の経営陣の得意分野であるエンタテインメント事業

を３つ目の新たな事業軸とすることで、総合ＩＴソリューションカンパニーにおけるグループ力の付加価値、独自

性を高められると判断しました。 

 新たな事業軸であるエンタテインメント事業は、エンタテインメント事業者をターゲットにしたコンシューマー

向けＥコマースの運営（Ｅコマースのシステムなどのインフラはサービス事業にて提供する予定）など、いわゆる

エンタテインメントソリューションを主眼に置いた事業であります。 

 当面においては既存事業とのシナジー効果を見込んで、映像・音楽などの番組コンテンツの配信、アプリケーシ

ョンの提供などインターネットに接続可能な携帯端末のネットワークを介するサービスの提供を行う予定であり、

将来においてはイベント企画、キャスティング、プロダクション業務など幅広い展開を考えております。 

 これらを踏まえ、今後における更なる戦略的かつ機動的な事業展開と事業運営を推進することを目的に、総合Ｉ

Ｔソリューションカンパニーとして、様々なＩＴソリューションを提供できる企業を目指していく方針であり、全

社をあげての黒字体質への転換を目指してまいります。 

 しかし、これらの対応策のうち、安定的な各事業分野における売上高の確保は外部環境要因に依存する部分も大

きく、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期財務諸表に

は反映しておりません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

415,411 113,612

144,173
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１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、サービスの種類別に３つの事業部門を置き、それぞれ事業特性に応じた活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業部門を基礎としたセグメントから構成されており、「システムソリューション事

業」、「サービス事業」、「エンタテインメント事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 各報告セグメントの事業内容は次のとおりであります。 

  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１.セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。   

２.セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。  

  

  

（５）セグメント情報

事業区分 事業内容

システムソリューション事業 

主に、携帯電話を利用したサービスを実現するためのシ

ステム開発、サーバ構築、運用等のソリューションを提

供 

サービス事業 

主に、エンドユーザーに向けての直接通信サービスの提

供、携帯電話向けソフトウェアの検証請負、自社コンテ

ンツの立ち上げ、Ｅコマース等を展開 

エンタテインメント事業 

主に、映像・音楽などの番組コンテンツの配信、アプリ

ケーションの提供などインターネットに接続可能な携帯

端末のネットワークを介するサービスの提供を行い、将

来においてはイベント企画、キャスティング、プロダク

ション業務などを展開予定 

  

 報告セグメント 

調整額 
（注）１  

四半期損益
計算書計上
額 

（注）２ 

システムソ
リューショ
ン 事 業 

サービス事
業 

エンタテイ

ンメント事

業  

合計  

売上高          

外部顧客への売上高  54,613   10,495 －   65,109  －  65,109

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  54,613  10,495 －  65,109  －  65,109

セグメント利益又はセグ

メント損失（△） 
 30,415  3,177 △571  33,022  △146,635  △113,612

△146,635 146,635

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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４．参考資料（前年同四半期に係る連結四半期財務諸表） 
（１）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 200,398

売上原価 147,768

売上総利益 52,630

販売費及び一般管理費 185,625

営業損失（△） △132,995

営業外収益  

受取利息 1,364

その他 938

営業外収益合計 2,303

営業外費用  

支払利息 937

株式交付費 115

貸倒引当金繰入額 643

支払手数料 8,664

その他 42

営業外費用合計 10,402

経常損失（△） △141,095

特別利益  

投資有価証券売却益 13,996

貸倒引当金戻入額 322

特別利益合計 14,318

特別損失  

投資有価証券評価損 1,050

貸倒引当金繰入額 161,673

その他 3,205

特別損失合計 165,928

税金等調整前四半期純損失（△） △292,705

法人税、住民税及び事業税 6,301

法人税等調整額 △3,164

法人税等合計 3,137

四半期純損失（△） △295,842
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（２）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △292,705

減価償却費 4,425

のれん償却額 1,082

貸倒引当金の増減額（△は減少） 161,994

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,999

受取利息及び受取配当金 △1,364

支払利息 937

株式交付費 115

投資有価証券評価損益（△は益） 1,050

投資有価証券売却損益（△は益） △13,996

支払手数料 8,664

その他の特別損益（△は益） 3,205

売上債権の増減額（△は増加） 57,777

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,974

仕入債務の増減額（△は減少） 20,297

その他 △13,142

小計 △62,633

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △764

法人税等の支払額 △8,187

その他 △3,205

営業活動によるキャッシュ・フロー △74,789

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の売却による収入 18,000

有形固定資産の取得による支出 △13,678

敷金及び保証金の回収による収入 43,677

投資活動によるキャッシュ・フロー 47,998

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 40,000

長期借入金の返済による支出 △6,428

株式の発行による収入 6,335

新株予約権の発行による収入 1,119

財務活動によるキャッシュ・フロー 41,026

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,235

現金及び現金同等物の期首残高 70,403

現金及び現金同等物の四半期末残高 84,638
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